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オープニングプレナリーでの損失と損害（ロス＆ダメージ）基金の決定

左) サイモン・スティル（UNFCCC事務局長）
右) スルタン・アル・ジャーベル（COP28議長）

写真: Peter Dejong/AP

開会前にドラフトテキストを公開
（移行委員会（TC）の作成した文書）
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ロスダメ決定の歴史的な重み
• UNFCCCの当初から、いわゆる「ロスダメ」に該当する議論は存在。
• 30年以上を経て、ついに実質的な行動を可能にする基金・資金アレンジメントの運用が開始

1990年小島嶼国の立場を主張するグループとしてAOSIS結成
UNFCCCに向けた交渉にて、海面上昇による被害を念頭に、
「保険メカニズム」を提案したが受け入れられず

パリ協定8条にてロスダメが独立の条
文とともに認識される。
ただし、先進国の「補償」の問題は
射程外であると明記

Credit: Sami Sarkis Travel / Alamy Stock Photo.
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主要国からの拠出公約（プレッジ）状況

外務省ウェブサイトを参照した

拠出国 プレッジ額

日本 1,000万米ドル

米 1,750万米ドル

英 4,000万ポンド

独 1億米ドル

UAE 1億米ドル

EU 2億2,500万ユーロ（独を含む）

合計7億米ドル（≒1020億円程度）のプレッジが集まった。

https://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/ch/pagew_000001_00015.html
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1. 基金は世界銀行が受託・運用する（パラ17以下）
2. 資金的貢献は自主的性質。資金規模について目標額等の明記なし（パラ12, 13）
3. 「特に脆弱な途上国」がアクセス可能（Annex A. パラ 42）

ロスダメ基金の主な特徴と今後の注目点

1. 世界銀行が脆弱国・コミュニティの期待に応えた運用を行えるか
・ガバナンス規則（Annex 1）の遵守や直接アクセスなど、要件設定あり（パラ20）

2. 継続的な資金確保
• 2030年には年間最大5800億ドルが必要との推計も(Markandya & González-Eguino, 2019)
• 政治的モメンタムの保持、民間資金を含む多様な資金源の動員（Annex 1. パラ54）が重要。

3. 分配ルールのあり方（Annex 1. パラ60）
• 理事会が今後決定。考慮要素として、脆弱国の優先課題やニーズ、対応能力など。
• 後発開発途上国（LDC）や小島嶼国（SIDS）への最低分配額の設定も考慮。

主な特徴

今後の注目点

*文書FCCC/CP/2023/L.1−FCCC/PA/CMA/2023/L.1のパラ番号
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技術支援を担うサンティアゴ・ネットワークへの日本の関与

ネットワーク設置 役割や機能の決定 諮問委員会の設置
を決定

COP28の会期中
国連大学・竹本明夫氏が
諮問委員会メンバーに内定

じわじわと進行する現象（slow-onset events）や非経済的損失（non-economic loss）など、
科学的・技術的な知見蓄積が必要な領域は広い
多様な関連機関と協働しつつ脆弱国に技術的支援を行うサンティアゴ・ネットワークも、ロス
ダメ基金の効果的な運用に貢献することが期待されている

サンティアゴ・ネットワークのこれまでの動き
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